
2023年 8 月 
文化庁国語課 

 

問１  文化庁届出受理日本語教師養成研修の実施について，新型コロナウイルス

感染症への対応はどのようにしたらよいか。 

文化庁届出受理日本語教師養成研修実施機関・団体における 

新型コロナウイルス感染症への対応措置の終了について 

 

平素より日本語教育人材の養成に対する御理解・御協力を賜り、厚く御礼申し上

げます。 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受け、緊急的な措置として、当面の間、

感染対策としてオンラインによる研修の実施について認めてまいりましたが、本年

５月８日以降、新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置付けが５類感染症に

変更されたことを受け、本措置については、令和５年１２月末までで終了すること

といたしますので、お知らせします。 

同日までに行われるオンラインによる研修については、引き続き研修の一部とみ

なすこととなります。 

なお、日本語教師養成研修におけるオンラインによる教育の在り方については、

令和５年度文化審議会国語分科会日本語教育小委員会において審議を行い、方針を

示すことを予定しております。 

 

 

（答） 

日本における新型コロナウイルス感染症拡大の状況については，以下の厚生労

働省による最新情報を確認するようにしてください。 

○ 厚生労働省ＨＰ 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000164708_00001.html 

 

新型コロナウイルス感染症に関する日本政府の対応については，以下の最新情

報を確認するようにしてください。 

○ 首相官邸ＨＰ 

https://www.kantei.go.jp/jp/headline/kansensho/coronavirus.html 

 

その上で，機関・団体が研修を行っている都道府県の対応等に従い，受講者，

担当講師，教壇実習に参加する外国人学習者，事務局職員等の安全を第一に考え，教育

機関として，適切な措置を講じていただきますようお願いいたします。 

 
≪届出受理研修実施機関の対応例≫ 

 
〔例 1〕校内での接触感染及び公共交通機関の利用による移動の危険性を考慮し，当

面の間，全面休講とするとともに，最大在籍期間を延長することとした。 

 
〔例２〕同教育機関内に届出を受理された通信コースがあることから，通学コー

スの希望者には通信コースへの切り替えを行うこととした。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000164708_00001.html
http://www.kantei.go.jp/jp/headline/kansensho/coronavirus.html
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問３  教育実習については，外国人学習者を５名集めることが困難な状況であり，

人数を減らしての実施は認められるか。 

問４ 通学コースの理論科目等の座学の科目について，遠隔教育への切り替えを

検討しているが，講師が学校から配信する場合と，講師の自宅から配信する

場合のいずれも認められるか。 

 
〔例３〕理論の科目に関しては，同時双方向性が確保される遠隔教育環境を整備

し講師に対する対応研修を行った上で，通学と同等の教育の質が担保さ

れることを教育機関として受講者に説明し了承を得て，一部科目を遠隔

教育による受講に切り替えた。 

 
〔例４〕理論の科目に関しては，遠隔教育環境が整わない受講者に対して，動画

の配信によって受講できることとした。その際，質問についてはメール

などで受けられるよう対応した。また，動画配信による受講分について

は，後日通学コースが再開された際に無料で再受講できることとした。 

 
 

 
 

（答） 

新型コロナウイルス感染症への対応に伴い届出内容に変更が生じる場合は，取

り急ぎメールにて御一報ください。また，緊急時の一時的な措置として，本来，

事前の文化庁への変更届出手続きを原則としておりますが，事後の手続きも可能

といたします。 

 
 

（答） 

受講が延期できないと判断された場合の緊急時の措置として，安全に実施でき

る環境が整えられれば規定の人数を下回る場合があることはやむを得ないものと

考えております。 

 
 

（答） 

通学による教育と同等の内容が提供できるよう，十分な環境を整え，遠隔教育

への切り替えに関して，受講者及び講師に対する事前の十分な説明と理解を得た

上で実施してください。その際，出席状況を確認できることが必要です。 

また，通学コース再開時に同科目について再履修を認めるなどの措置も併せて

検討するようにしてください。 

 

 

問２ 休講に伴い，最大在籍期間を２年から３年に延長する場合や，日程を変更

する場合，受講場所を広い会場に一時的に変更する場合，文化庁への変更届

は必要か。 
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問５ 試験・テストについて，メールや郵送による実施は認められるか。 

 

（答） 

試験・テストについては，不正のないよう，適切な受験環境を整える必要があ

ります。教育機関として，通学時と同等の対応が取れることを十分確認し，最適

な方法を検討いただきたいと思います。試験問題がメール等で流出するといった

不正行為を助長・容認するようなことがないよう，十分留意の上，御判断くださ

い。 
 

 

 

 

 

 

 

 
（答） 

文化庁届出受理日本語教師養成研修における教育実習・教壇実習については，

文化審議会国語分科会が平成 31 年 3 月 4 日に取りまとめた「日本語教育人材の

養成・研修の在り方について（報告）改定版」において示された「日本語教師【養

成】における教育内容」にある教育実習・教壇実習を行わずに研修の修了を認定

することは認められませんので，原則として実施を延期してください。 

ただし，上記を原則としつつ，真にやむを得ない理由等により教育実習の受講

を急ぐ方に対しては，当分の間（令和５年１２月末まで）は，以下のような弾力

的な運用を認めることとします。 

 
○ 教育実習の指導項目である①オリエンテーション，②授業見学，③授業準備，

④模擬授業，⑥教育実習全体の振り返りについては，遠隔教育により行うこ

とは差し支えありません。 

 
○ 教壇実習（現実の日本語学習者に対して，その学習・教育の効果を狙って，実

際に指導を行う活動）の指導時間について，一人当たりの指導時間の合計が 

45 分を超えて予定されている場合，教育実習の趣旨を満たすことができる

範囲で，その一部を授業見学や模擬授業に変更することを認めるものとしま

す。 

 
○ 教壇実習については，教壇実習実施先が，遠隔教育（同時双方向性が確立し

ている場合に限る。）による授業を円滑に行っている実績を有し，指導担当 

講師と教壇実習担当受講生，日本語学習者が同時双方向性を保った状態で教

壇実習を行うことができる環境が整えられる場合，遠隔による教壇実習を認

めることができるものとします。 

 

上記の臨時的な措置を行う場合には，教育実習の実施に関する変更について研

修受講者及び指導担当講師等に十分な説明を行うとともに，対面による指導と同

等の教育効果が得られる環境が整っていることが必要です。 

問６ 教育実習・教壇実習について，遠隔による実施や中止は認められるか。 
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問８ 新型コロナウイルス感染症の影響の長期化を見据えつつ，現在「通学」と

して実施している日本語教師養成研修（理論・実習を含む）の一部または全

ての課程をオンラインで実施することとし，そのことを謳って募集を行って

よいか。 

 

 
（答） 

届出を受理された教育内容及び研修単位時間数を満たさない場合の修了は認め

られません。遠隔授業あるいは補講などで，届出を受理された教育内容及び研修

単位時間数を満たすようにしてください。 

 

 
 

（答） 

オンラインによる通学コースの代替受講については，新型コロナウイルス感染

症拡大の影響を受けた臨時の措置として認めるものであり，今後恒常的にオンラ

イン対応を認めるものではありません。現在の届出においては，教育実習は通学・

対面によるものを原則とし，オンラインによる実施は認められていません。 

したがって，当面の間の措置であるにも関わらず，「全研修課程をオンラインで

受講できる」といった募集は，受講者に誤解を与えるものであり，好ましい方法

とは言えません。 

問題のある募集を行っている機関がありましたら，文化庁までお知らせいただ

けますよう，お願いいたします。 

 

 
※この取扱いは、令和５年５月８日以降、新型コロナウイルス感染症の感染症法上の

位置付けが５類感染症に変更されたことを受け、令和５年１２月末までで終了する

ことといたしますので、お知らせします。 

 

問７ 新型コロナウイルス感染症による影響によって，総授業時間数が４２０単

位時間を下回ったり，教育実習が４５単位時間を下回った場合，特例として

修了を認めてよいか。 


